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１．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成25年7月26日付けをもって関東財務局長に提出した有価証券届出書の記載事項および半期報告書提出に

伴う、訂正すべき事項がありますので、これらの訂正を行うものです。

 

２．【訂正の内容】

※下線部＿＿＿は訂正部分を示します。

第一部【証券情報】

(1)～（4）略

(5)【申込手数料】

＜訂正前＞

購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％（税抜3.0％）を上限として販売会社

が定める手数料率を乗じて得た額です。

なお、申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額は、申込金額の中から差し引かせていただきま

す。ただし、収益分配金の再投資により取得する口数については手数料はかかりません。詳しくは販売

会社（後記（8）申込取扱場所を参照）までお問い合わせください。

＜訂正後＞

購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％※（税抜3.0％）を上限として販売会

社が定める手数料率を乗じて得た額です。

なお、申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額は、申込金額の中から差し引かせていただきま

す。ただし、収益分配金の再投資により取得する口数については手数料はかかりません。詳しくは販売

会社（後記（8）申込取扱場所を参照）までお問い合わせください。

　　※消費税率が8％になった場合は、3.24％を上限とします。

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

(1)～（2）略

(3)【ファンドの仕組み】

①略

②委託会社の概況

＜訂正前＞

ａ．資本金　　25億円（平成25年5月末日現在）

ｂ．略

ｃ．大株主の状況（平成25年5月末日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数 所有比率

スパークス・グループ株式会社
東京都品川区東品川二丁目2番4
号　天王洲ファーストタワー

50,000株 100％

 

＜訂正後＞

ａ．資本金　　　　　25億円（平成25年11月末日現在）

ｂ．略

ｃ．大株主の状況（平成25年11月末日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数 所有比率

スパークス・グループ株式会社
東京都品川区東品川二丁目２番
４号天王洲ファーストタワー

50,000株 100％
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２【投資方針】

(1)～(2)　略

(3)【運用体制】

＜訂正前＞

①当ファンドでは、平成25年5月末日現在、運用調査本部が運用・調査を担当しており、下記の意思決定プロ

セスに基づき、運用を行っております。

②～④　略

■スパークス・アセット・マネジメント株式会社の運用体制（平成25年5月末日現在）

 

 

＜訂正後＞

①当ファンドでは、平成25年11月末日現在、運用調査本部が運用・調査を担当しており、下記の意思決定プ

ロセスに基づき、運用を行っております。

②～④　略

■スパークス・アセット・マネジメント株式会社の運用体制（平成25年11月末日現在）

 

３【投資リスク】

中略

＜リスクの管理体制＞

略
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図略

 

＜訂正前＞

※上記リスク管理体制は平成25年5月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

＜訂正後＞

※上記リスク管理体制は平成25年11月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

４【手数料等及び税金】

(1)【申込手数料】

＜訂正前＞

購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％（税抜3.0％）を上限として販売会社が

定める手数料率を乗じて得た額です。

なお、申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額は、申込金額の中から差し引かせていただきます。

ただし、収益分配金の再投資により取得する口数について手数料はかかりません。

＜訂正後＞

購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％※（税抜3.0％）を上限として販売会社

が定める手数料率を乗じて得た額です。

なお、申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額は、申込金額の中から差し引かせていただきます。

ただし、収益分配金の再投資により取得する口数について手数料はかかりません。

　　※消費税率が8％になった場合は、3.24％を上限とします。

(2) 略

 

(3)【信託報酬等】

＜訂正前＞

信託報酬の額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し、年1.974％（税抜

1.88％）の率を乗じて得た金額とします。信託報酬に係る委託会社、販売会社および受託会社の間の配分

は次の通りです。

＜訂正後＞

信託報酬の額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し、年1.974％※（税抜

1.88％）の率を乗じて得た金額とします。信託報酬に係る委託会社、販売会社および受託会社の間の配分

は次の通りです。※消費税率が8％になった場合は、2.0304％となります。また、下記の配分も相応分上

がります。

(4)　略

(5)【課税上の取扱い】

(5)課税上の取扱いについては、以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

課税上は株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。

原則として、益金不算入制度、配当控除の適用が可能です。

①　個人、法人別の課税について

１）個人の受益者に対する課税

・収益分配金に対する課税

　平成49年12月31日までは20.315％（所得税および復興特別所得税15.315％および地方税５％）となりま

す。平成50年1月1日以降は20％（所得税15％および地方税５％）となる予定です。確定申告による総合課税

または申告分離課税の選択も可能です。

・解約金および償還金に対する課税
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解約時および償還時の差益は譲渡所得とみなされ、譲渡益については、申告分離課税が適用されます（特

定口座（源泉徴収あり）の利用も可能です）。その税率は、平成49年12月31日までは20.315％（所得税およ

び復興特別所得税15.315％および地方税５％）となります。平成50年1月1日以降は20％（所得税15％および

地方税５％）となる予定です。

解約時および償還時の差損については、確定申告等により上場株式等の配当所得（申告分離課税を選択し

たものに限ります。）との通算が可能です。

 

２）法人の受益者に対する課税

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時

の個別元本超過額について平成49年12月31日までは15.315％（所得税および復興特別所得税15.315％）とな

ります。平成50年1月1日以降は15％（所得税15％）となる予定です。

 

②　個別元本について

１）追加型株式投資信託について、受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料および当該手数

料に係る消費税等相当額は含まれません。）が当該受益者の元本（個別元本）にあたります。

２）受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託を行

う都度当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

３）各受益権毎に、同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については、各販売会社毎に個別

元本の算出が行われます。また、同一販売会社であっても、複数支店等で同一ファンドを取得する

場合は当該支店毎に、個別元本の算出が行われる場合があります。

４）受益者が元本払戻金（特別分配金）を受取った場合、分配金発生時にその個別元本から当該元本

払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。

③　分配金の課税について

追加型株式投資信託の分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「元本払戻

金（特別分配金）」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。受益者が分

配金を受取る際、ａ）当該分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の場合または当該

受益者の個別元本を上回っている場合には、当該分配金の金額が普通分配金となり、ｂ）当該分配金

落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、分配金の範囲内で、その下回る

部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、当該分配金から当該元本払戻金（特別分配金）を控除

した額が普通分配金となります。なお、受益者が元本払戻金（特別分配金）を受取った場合、分配金

発生時にその個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個

別元本となります。

（注）上記は平成25年11月末日現在の情報をもとに記載しています。

税法が改正された場合には、上記の内容が変更になることがあります。

課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

（注）少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」をご利用の場合

少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」は、平成26年１月１日以降の非課税制度です。ＮＩ

ＳＡをご利用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じ

る配当所得及び譲渡所得が５年間非課税となります。他の口座で生じた配当所得・譲渡所得との

損益通算はできません。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設

するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせくだ

さい。

＜ご参考＞

・ 税金は表に記載の時期に適用されます。

・ 以下の表は個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税、及び地方税
配当所得として課税

普通分配金に対して20.315％
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換金（解約）時及び償還時 所得税、及び地方税
譲渡所得として課税

換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※上記は、平成25年11月末日現在の情報をもとに記載しています。
※少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」をご利用の場合
少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」は、平成26年１月１日以降の非課税制度です。ＮＩＳＡをご利
用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡所
得が５年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設する
など、一定の条件に該当する方が対象となります。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※法人の場合は上記とは異なります。
※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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５【運用状況】

５運用状況については、以下のとおり、更新・訂正されます。

＜更新・追加後＞

以下は2013年11月29日現在の状況です。

投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

投資比率の内訳と合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。

(1)【投資状況】

資産の種類 国名
時価合計 投資比率

(円) (％)

親投資信託受益証券 日本 2,127,759,864 100.11

現金・預金・その他の資産(負債控除後) △ 2,344,102 △ 0.11

合計(純資産総額) 2,125,415,762 100.00

 

(2)【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

順

位

国/

地域
種類 銘柄名 業種 数量

上段：簿価単

価

（円）

下段：評価単

価

（円）

上段：簿価金

額

（円）

下段：評価金

額

（円）

投資比

率

（％）

1 日本
親投資信託

受益証券

スパークス・ア

クティブ・ジャ

パン・マザー

ファンド

－ 1,360,895,340

1.3433 1,828,090,711

100.11

1.5635 2,127,759,864

 

 

種類別及び業種別投資比率

種類
国内／

外国
業種

投資比率

(％)

親投資信託受益証券 国内 － 100.11

合計 100.11

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。
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（参考）スパークス・アクティブ・ジャパン・マザーファンドの投資状況

資産の種類 国名
時価合計 投資比率

(円) (％)

株式 日本 2,096,453,500 98.53

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 31,354,681 1.47

合計(純資産総額) 2,127,808,181 100.00

 

 

投資有価証券の主要銘柄（上位30銘柄）　　

順

位

国/

地域
種類 銘柄名 業種 数量

上段：簿価単

価（円）

下段：評価単

価（円）

上段：簿価金

額（円）

下段：評価金

額（円）

投資比

率

（％）

1 日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 28,000
4,580.00 128,240,000

8.46
6,430.00 180,040,000

2 日本 株式 ソフトバンク 情報・通信業 19,700
4,908.79 96,703,100

7.68
8,290.00 163,313,000

3 日本 株式 良品計画 小売業 15,300
9,000.78 137,711,934

7.66
10,650.00 162,945,000

4 日本 株式 オリックス その他金融業 65,200
1,494.94 97,470,088

5.71
1,865.00 121,598,000

5 日本 株式 エイチ・アイ・エス サービス業 17,300
4,308.97 74,545,181

4.51
5,550.00 96,015,000

6 日本 株式 ロート製薬 医薬品 40,000
1,409.59 56,383,711

3.07
1,631.00 65,240,000

7 日本 株式 クボタ 機械 36,000
1,504.60 54,165,534

2.96
1,751.00 63,036,000

8 日本 株式 リンナイ 金属製品 7,300
7,623.44 55,651,082

2.66
7,740.00 56,502,000

9 日本 株式 シマノ 輸送用機器 5,800
8,388.67 48,654,284

2.48
9,100.00 52,780,000

10 日本 株式 ユニ・チャーム 化学 8,000
6,118.19 48,945,520

2.44
6,480.00 51,840,000

11 日本 株式 日揮 建設業 13,000
3,475.42 45,180,450

2.33
3,815.00 49,595,000

12 日本 株式 オリエンタルランド サービス業 2,800
15,418.40 43,171,529

1.99
15,090.00 42,252,000

13 日本 株式 エフピコ 化学 5,600
6,441.84 36,074,304

1.98
7,520.00 42,112,000

14 日本 株式 パーク２４ 不動産業 21,500
1,828.25 39,307,425

1.95
1,934.00 41,581,000

15 日本 株式 ピジョン その他製品 8,300
4,119.92 34,195,336

1.91
4,905.00 40,711,500
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16 日本 株式 日本電産 電気機器 3,900
6,610.00 25,779,000

1.81
9,890.00 38,571,000

17 日本 株式 富士重工業 輸送用機器 13,300
2,813.32 37,417,221

1.81
2,892.00 38,463,600

18 日本 株式 エムスリー サービス業 131
233,715.16 30,616,686

1.65
267,300.00 35,016,300

19 日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 7,900
4,169.15 32,936,267

1.61
4,330.00 34,207,000

20 日本 株式 日東電工 化学 6,300
6,210.79 39,127,953

1.54
5,210.00 32,823,000

21 日本 株式 サンリオ 卸売業 6,600
4,820.03 31,812,230

1.45
4,690.00 30,954,000

22 日本 株式 リゾートトラスト サービス業 7,900
3,285.00 25,951,500

1.41
3,785.00 29,901,500

23 日本 株式 日本航空 空運業 5,700
5,146.46 29,334,822

1.40
5,210.00 29,697,000

24 日本 株式 住友不動産 不動産業 6,000
4,722.86 28,337,180

1.37
4,855.00 29,130,000

25 日本 株式 キーエンス 電気機器 700
30,350.00 21,245,000

1.35
41,150.00 28,805,000

26 日本 株式 大塚商会 情報・通信業 2,200
12,216.43 26,876,152

1.35
13,090.00 28,798,000

27 日本 株式 カカクコム サービス業 15,200
1,298.65 19,739,438

1.34
1,874.00 28,484,800

28 日本 株式
ドンキホーテホール

ディングス
小売業 4,500

5,150.00 23,175,000
1.33

6,270.00 28,215,000

29 日本 株式 セコム サービス業 4,000
5,460.00 21,840,000

1.19
6,320.00 25,280,000

30 日本 株式
三井住友フィナン

シャルグループ
銀行業 4,900

5,140.26 25,187,272
1.17

5,070.00 24,843,000

 

 

 

種類別及び業種別投資比率

種類
国内／

外国
業種

投資比率

(％)

株式 国内 情報・通信業 20.35

  サービス業 17.82

  小売業 13.11

  その他金融業 6.29

  化学 5.96

  輸送用機器 5.90

  電気機器 3.91

  不動産業 3.56

  機械 3.42
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  医薬品 3.07

  金属製品 2.66

  その他製品 2.41

  建設業 2.33

  精密機器 2.06

  卸売業 2.01

  空運業 1.40

  銀行業 1.17

  倉庫・運輸関連業 0.63

  鉄鋼 0.48

合計 98.53

 

投資不動産物件

該当事項はありません。

 

その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

期 年月日
純資産総額(円)

(分配落)

純資産総額(円)

(分配付)

1口当たり

純資産額

(円)

(分配落)

1口当たり

純資産額

(円)

(分配付)

1期 (2005年4月26日) 24,779,794,231 24,779,794,231 0.9249 0.9249

2期 (2006年4月26日) 19,181,372,402 19,181,372,402 1.5971 1.5971

3期 (2007年4月26日) 10,405,676,876 10,405,676,876 1.3424 1.3424

4期 (2008年4月28日) 5,349,151,403 5,349,151,403 1.0357 1.0357

5期 (2009年4月27日) 3,008,684,695 3,008,684,695 0.6553 0.6553

6期 (2010年4月26日) 2,805,946,569 2,805,946,569 0.8153 0.8153

7期 (2011年4月26日) 2,015,093,219 2,015,093,219 0.7060 0.7060

8期 (2012年4月26日) 1,633,332,160 1,633,332,160 0.7211 0.7211

9期 (2013年4月26日) 2,193,430,269 2,193,430,269 1.1289 1.1289

 

2012年11月末日 1,497,068,568 ― 0.7321 ―

2012年12月末日 1,541,742,772 ― 0.7649 ―

2013年1月末日 1,671,923,417 ― 0.8322 ―

2013年2月末日 1,727,689,648 ― 0.8643 ―

2013年3月末日 1,951,108,929 ― 0.9837 ―

2013年4月末日 2,214,765,458 ― 1.1414 ―

2013年5月末日 2,115,226,727 ― 1.1031 ―

2013年6月末日 2,095,186,255 ― 1.1195 ―

2013年7月末日 2,079,890,863 ― 1.1566 ―

2013年8月末日 1,990,242,979 ― 1.1195 ―

2013年9月末日 2,108,624,922 ― 1.2233 ―

2013年10月末日 2,127,832,217 ― 1.2422 ―

2013年11月末日 2,125,415,762 ― 1.3001 ―

 

②【分配の推移】

期 計算期間
1口当たりの分配金

(円)

1期 自 2004年4月27日 至 2005年4月26日 0.0000

2期 自 2005年4月27日 至 2006年4月26日 0.0000

3期 自 2006年4月27日 至 2007年4月26日 0.0000

4期 自 2007年4月27日 至 2008年4月28日 0.0000

5期 自 2008年4月29日 至 2009年4月27日 0.0000

6期 自 2009年4月28日 至 2010年4月26日 0.0000

7期 自 2010年4月27日 至 2011年4月26日 0.0000

8期 自 2011年4月27日 至 2012年4月26日 0.0000

9期 自 2012年4月27日 至 2013年4月26日 0.0000
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③【収益率の推移】

期 計算期間

前期末

1口当たり純資産

(分配落)円

当期末

1口当たり純資産

(分配付)円

収益率

％

1期 自 2004年4月27日 至 2005年4月26日 1.0000 0.9249 △ 7.51

2期 自 2005年4月27日 至 2006年4月26日 0.9249 1.5971 72.68

3期 自 2006年4月27日 至 2007年4月26日 1.5971 1.3424 △ 15.95

4期 自 2007年4月27日 至 2008年4月28日 1.3424 1.0357 △ 22.85

5期 自 2008年4月29日 至 2009年4月27日 1.0357 0.6553 △ 36.73

6期 自 2009年4月28日 至 2010年4月26日 0.6553 0.8153 24.42

7期 自 2010年4月27日 至 2011年4月26日 0.8153 0.7060 △ 13.41

8期 自 2011年4月27日 至 2012年4月26日 0.7060 0.7211 2.14

9期 自 2012年4月27日 至 2013年4月26日 0.7211 1.1289 56.55

10期(中間期) 自 2013年4月27日 至 2013年10月26日 1.1289 1.2269 8.68

（注）収益率は、計算期間末の1口当たり純資産額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間

末の1口当たり純資産額（分配落の額。以下「前期末純資産額」という。）を控除した額を前期末純資

産額で除して得た数に100を乗じて得た数字です。分配金は課税前のものです。

 

 

（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数 (口) 解約口数 (口)

1期 自 2004年4月27日 至 2005年4月26日 33,619,182,835 6,827,464,754

2期 自 2005年4月27日 至 2006年4月26日 1,318,192,585 16,100,118,743

3期 自 2006年4月27日 至 2007年4月26日 271,632,524 4,530,044,126

4期 自 2007年4月27日 至 2008年4月28日 17,189,560 2,603,690,743

5期 自 2008年4月29日 至 2009年4月27日 77,908,317 651,736,892

6期 自 2009年4月28日 至 2010年4月26日 9,400,669 1,158,742,526

7期 自 2010年4月27日 至 2011年4月26日 21,982,158 609,553,181

8期 自 2011年4月27日 至 2012年4月26日 1,753,882 590,895,286

9期 自 2012年4月27日 至 2013年4月26日 10,090,555 332,152,007

10期(中間期) 自 2013年4月27日 至 2013年10月26日 112,802,236 333,353,776

（注1）本邦外における設定および解約の実績はありません。

（注2）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。
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（参考情報）

運用実績
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第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

(1) ～（4）略

(5) 購入時手数料

＜訂正前＞

購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定め

る手数料率を乗じて得た額です。

なお、申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額は、申込金額の中から差し引かせていただきます。た

だし、収益分配金の再投資により取得する口数については手数料はかかりません。

＜訂正後＞

購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％※（税抜3.0％）を上限として販売会社が定

める手数料率を乗じて得た額です。

なお、申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額は、申込金額の中から差し引かせていただきます。た

だし、収益分配金の再投資により取得する口数については手数料はかかりません。※消費税率が8％になった

場合は、3.24％を上限とします。

 

 

第３【ファンドの経理状況】

原届出書　第３ファンドの経理状況　１ 財務諸表については、以下の中間財務諸表が追加されます。

＜更新・追加後＞

１）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５

２年大蔵省令第３８号）並びに同規則第３８条の３及び第５７条の２の規定により、「投資信託財産の

計算に関する規則」（平成１２年総理府令第１３３号）（以下「投資信託財産計算規則」という。）に

基づいて作成しております。

 

２）　中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

３）　当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づいて、第１０期中間計算期間（平

成２５年４月２７日から平成２５年１０月２６日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査

法人による「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和３２年大蔵省令第１２号）第３条第１項

に基づく中間監査を受けております。
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中間財務諸表
スパークス・アクティブ・ジャパン
（1）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第10期中間計算期間末
(平成25年10月26日現在)

資産の部

流動資産

金銭信託 9,695

コール・ローン 16,489,046

親投資信託受益証券 2,122,384,107

未収入金 13,143,722

未収利息 26

流動資産合計 2,152,026,596

資産合計 2,152,026,596

負債の部

流動負債

未払解約金 17,004,729

未払受託者報酬 894,255

未払委託者報酬 20,120,725

その他未払費用 778,260

流動負債合計 38,797,969

負債合計 38,797,969

純資産の部

元本等

元本
※1 1,722,383,287

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 390,845,340

（分配準備積立金） 915,024,623

元本等合計 2,113,228,627

純資産合計 2,113,228,627

負債純資産合計 2,152,026,596
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第10期中間計算期間
自　平成25年4月27日
至　平成25年10月26日

営業収益

受取利息 1,293

有価証券売買等損益 198,407,584

営業収益合計 198,408,877

営業費用

受託者報酬 894,255

委託者報酬 20,120,725

その他費用 778,260

営業費用合計 21,793,240

営業利益又は営業損失（△） 176,615,637

経常利益又は経常損失（△） 176,615,637

中間純利益又は中間純損失（△） 176,615,637

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

12,299,516

期首剰余金又は期首欠損金（△） 250,495,442

剰余金増加額又は欠損金減少額 18,109,105

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

－

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

18,109,105

剰余金減少額又は欠損金増加額 42,075,328

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

42,075,328

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 390,845,340
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（3）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

第10期中間計算期間

自　平成25年4月27日

至　平成25年10月26日

1．有価証券の評
価基準及び評
価方法

「親投資信託受益証券」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

2．収益及び費用
の計上基準

「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

区分
第10期中間計算期間末

(平成25年10月26日現在)

※1 中間計算期間末日における受
益権の総数

1,722,383,287口

2 1口当たり純資産額 1.2269円

 （1万口当たり純資産額） (12,269円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第10期中間計算期間

自　平成25年4月27日

至　平成25年10月26日

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

 金融商品の時価等に関する事項

区分

第10期中間計算期間

自　平成25年4月27日

至　平成25年10月26日

1．貸借対照表計上額、
時価及びその差額

当ファンドにおいて投資している金融商品は原則として全て時価評価
しているため、貸借対照表計上額と時価との差額は生じておりませ
ん。

2．時価の算定方法 ①有価証券

　有価証券に該当する貸借対照表上の勘定科目、及びその時価の算
定方法については、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.有価証券の評価基準及び評価方法」の通りであります。

②コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

　上記①以外のその他の科目については、帳簿価額を時価として評
価しております。

 

（その他の注記）

1．元本の移動
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区分

第10期中間計算期間

自　平成25年4月27日

至　平成25年10月26日

期首元本額 1,942,934,827円

期中追加設定元本額 112,802,236円

期中一部解約元本額 333,353,776円

 

2．デリバティブ取引関係

第10期中間計算期間

自　平成25年4月27日

至　平成25年10月26日

該当事項はありません。
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参考情報

当ファンドは、「スパークス・アクティブ・ジャパン・マザーファンド」受益証券を主要な投資対象として

おり、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券で

す。なお、同親投資信託の状況は以下の通りです。

 

「スパークス・アクティブ・ジャパン・マザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。

(1)貸借対照表

区分
注記
番号

(平成25年10月26日現在)

金額（円）

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  173,983,197

株式  1,956,909,300

未収入金  －

未収配当金  7,755,055

未収利息  284

流動資産合計  2,138,647,836

資産合計  2,138,647,836

負債の部   

流動負債   

未払金  3,131,807

未払解約金  13,143,722

流動負債合計  16,275,529

負債合計  16,275,529

純資産の部   

元本等   

元本 ※1 1,440,858,186

剰余金   

剰余金又は欠損金（△）  681,514,121

元本等合計  2,122,372,307

純資産合計  2,122,372,307

負債純資産合計  2,138,647,836
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(2)注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
自　平成25年4月27日

至　平成25年10月26日

1．有価証券の評価基
準及び評価方法

「株式」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価
にあたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないもの
については、それに準ずる価額）、または金融商品取引業者等から提示
される気配相場に基づいて評価しております。

2．収益及び費用の計
上基準

 

(1)「受取配当金」

　受取配当金は、原則として株式の配当落ち日もしくは投資証券の権利
落ち日において、確定配当金額もしくは確定収益分配金額、又は予想配
当金額もしくは予想収益分配金額を計上しております。

(2)「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

 

 

（その他の注記）

区　分 (平成25年10月26日現在)

※1. 期首 平成25年4月27日

期首元本額 1,632,975,110 円

期首より計算期間末日までの追加設定
元本額

94,455,968 円

期首より計算期間末日までの一部解約
元本額

286,572,892 円

計算期間末日における元本の内訳※   

スパークス・アクティブ・ジャパン 1,440,858,186 円

 (合計) 1,440,858,186 円

2．計算期間末日における受益権の総数 1,440,858,186 口

3．1口当たり純資産額 1.4730 円

(1万口当たり純資産額) (14,730 円)

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
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２【ファンドの現況】

２ファンドの現況については、以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

【純資産額計算書】

（平成25年11月29日現在）

Ⅰ　資産総額 2,148,793,657 円

Ⅱ　負債総額 23,377,895 円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 2,125,415,762 円

Ⅳ　発行済口数 1,634,865,833 口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.3001 円

 

（参考）スパークス・アクティブ・ジャパン・マザーファンド

純資産額計算書

（平成25年11月29日現在）

Ⅰ　資産総額 2,214,398,654 円

Ⅱ　負債総額 86,590,473 円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 2,127,808,181 円

Ⅳ　発行済口数 1,360,895,340 口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.5635 円
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

第三部委託会社等の情報　第１委託会社等の概況　１委託会社等の概況は以下のとおり、更新・訂正されま

す。

＜更新・訂正後＞

(1)資本金の額（平成25年11月末日現在）

以下略

(2)委託会社の機構（平成25年11月末日現在）

①～②　略

 

２【事業の内容及び営業の概況】

第三部委託会社等の情報　第１委託会社等の概況　２事業の内容及び営業の概況は以下のとおり、更新・訂

正されます。

＜更新・訂正後＞

金融商品取引法に定める金融商品取引業者として営業を行っております。

（関東財務局長（金商）第346号）

(1)略

(2)投資信託委託業

平成18年8月投資信託委託業の認可取得。平成12年3月に証券投資信託委託業の認可を取得したスパー

クス・アセット・マネジメント投信株式会社の事業を平成18年10月1日に承継し、「金融商品取引

法」に定める金融商品取引業者として営業を行っております。

委託者の運用する投資信託は平成25年11月29日現在次の通りです。

（ただし、親投資信託を除きます。）

種類 本数 純資産総額（億円）

追加型株式投資信託 22 632

追加型証券投資信託 4 116

合計 26 748

 

(3)略
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３【委託会社等の経理状況】

 

原届出書　第三部委託会社等の情報　3 委託会社等の経理状況は、以下の財務諸表に更新されます。

 

１．財務諸表の作成方法について

委託会社であるスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下「委託会社」という）の財務諸表は、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

２．中間財務諸表の作成方法について

委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に

基づいて作成しております。

 

３．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額

　　財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

４．監査証明について

委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第７期事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月

31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第８期事業年度の中間会計期間（平成25年４月１日から平成

25年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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(1)【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成24年３月31日)

当事業年度

(平成25年３月31日)

（資産の部）     

　流動資産     

　　現金・預金  1,720  2,374

　　預託金  502  500

　　未収委託者報酬  178  130

　　未収投資顧問料  323  279

　　前払費用  39  26

　　未収収益  35  24

　　未収入金  12  3

　　貸倒引当金  －  △0

　　その他  7  5

　　流動資産合計  2,821  3,342

　固定資産     

　　有形固定資産     

　　　建物 ※２ 0 ※２ 77

　　　工具、器具及び備品 ※２ 0 ※２ 17

　　　建設仮勘定  0  －

　　　有形固定資産合計  0  94

　　無形固定資産     

　　　ソフトウェア  10  4

　　　無形固定資産合計  10  4

　　投資その他の資産     

　　　差入保証金  6  27

　　　投資その他の資産合計  6  27

　　固定資産合計  17  127

　資産合計  2,839  3,469

（負債の部）     

　流動負債     

　　預り金  14  11

　　未払手数料  45  38

　　その他未払金 ※３ 115 ※３ 323

　　未払法人税等  6  30

　　前受金  －  194

　　経営構造改革関連損失引当金  43  －

　　流動負債合計  226  598

　固定負債     

　　資産除去債務  －  37

　　繰延税金負債  －  12

　　固定負債合計  －  49

  特別法上の準備金     

　　金融商品取引責任準備金 ※１ 0 ※１ 0

　　特別法上の準備金合計  0  0

　負債合計  226  647

（純資産の部）     

　株主資本     

　　資本金  2,500  2,500

　　資本剰余金     

　　　資本準備金  104  104

　　　その他資本剰余金  499  499

　　　資本剰余金合計  603  603

　　利益剰余金     
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　　　利益準備金  145  145

　　　その他利益剰余金     

　　　　繰越利益剰余金  △636  △426

　　　利益剰余金合計  △490  △281

　　株主資本合計  2,613  2,822

　純資産合計  2,613  2,822

負債純資産合計  2,839  3,469
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(2)【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業収益     

　委託者報酬  1,004  593

　投資顧問料収入  1,030  1,015

　受入手数料  150  559

　その他営業収益  4  4

　営業収益計  2,191  2,172

営業費用     

　支払手数料  275  250

　広告宣伝費  1  2

　調査費  197  149

　委託計算費  71  23

　営業雑経費     

　　通信費  17  14

　　印刷費  1  2

　　協会費  5  5

　　諸会費  3  1

　　その他  3  2

　営業費用計  576  453

一般管理費     

　給料  835  666

　　役員報酬  106  67

　　給料・手当  725  534

　　賞与  3  65

　旅費交通費  67  53

　事務委託費 ※１ 381 ※１ 308

　業務委託費  209  237

　不動産賃借料  229  83

　租税公課  14  15

　固定資産減価償却費  42  22

　交際費  6  6

　諸経費  64  49

　一般管理費計  1,850  1,444

営業利益又は営業損失（△）  △236  275

営業外収益     

　受取利息  0  0

　為替差益  －  62

　雑収入  1  2

　営業外収益計  1  65

営業外費用     

　支払利息  0  －

　為替差損  10  －

　雑損失  0  5

　営業外費用計  11  5

経常利益又は経常損失（△）  △246  334

特別損失     

　経営構造改革関連損失 ※２ 174  －

　特別損失合計  174  －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）  △421  334

法人税、住民税及び事業税  2  113

法人税等調整額  －  12

法人税等合計  2  125

当期純利益又は当期純損失（△）  △423  209
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(3)【株主資本等変動計算書】

  （単位：百万円）

 

前事業年度

(自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日)

当事業年度

(自　平成24年４月１日

　至　平成25年３月31日)

株主資本     

　資本金     

　　当期首残高  2,500  2,500

　　　事業年度中の変動額     

　　　　事業年度中の変動額合計  －  －

　　当期末残高  2,500  2,500

　資本剰余金     

　　資本準備金     

　　　当期首残高  104  104

　　　事業年度中の変動額     

　　　　事業年度中の変動額合計  －  －

　　　当期末残高  104  104

　　その他資本剰余金     

　　　当期首残高  499  499

　　　事業年度中の変動額     

　　　　事業年度中の変動額合計  －  －

　　　当期末残高  499  499

　　資本剰余金合計     

　　　当期首残高  603  603

　　　事業年度中の変動額     

　　　　事業年度中の変動額合計  －  －

　　　当期末残高  603  603

　利益剰余金     

　　利益準備金     

　　　当期首残高  145  145

　　　事業年度中の変動額     

　　　　事業年度中の変動額合計  －  －

　　　当期末残高  145  145

　　その他利益剰余金     

　　　繰越利益剰余金     

　　　　当期首残高  △212  △636

　　　　事業年度中の変動額     

　　　　　当期純利益又は当期純損失（△）  △423  209

　　　　　事業年度中の変動額合計  △423  209

　　　　当期末残高  △636  △426

　　利益剰余金合計     

　　　当期首残高  △67  △490

　　　事業年度中の変動額     

　　　　当期純利益又は当期純損失（△）  △423  209

　　　　事業年度中の変動額合計  △423  209

　　　当期末残高  △490  △281

　株主資本合計     

　　当期首残高  3,036  2,613

　　事業年度中の変動額     

　　　当期純利益又は当期純損失（△）  △423  209

　　　事業年度中の変動額合計  △423  209

　　当期末残高  2,613  2,822

純資産合計     

　当期首残高  3,036  2,613

　事業年度中の変動額     

　　当期純利益又は当期純損失（△）  △423  209

　　事業年度中の変動額合計  △423  209
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　当期末残高  2,613  2,822
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重要な会計方針

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券　

時価のあるもの

 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定しております。）

時価のないもの 総平均法に基づく原価法

 
２. 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法）
を採用しております。

　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　８年～18年
　　　　　　工具、器具及び備品　　　　４年～20年

② 　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（２～５年）に基づく定額法を採用
しております。

 
３. 引当金の計上基準

貸倒引当金

金銭債権の貸し倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

 
４. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

②  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
③  連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
 

 

会計方針の変更

（会計上の見積もりの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、これによる当事業年度への影響は軽微であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)
※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。
　金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５

 

※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項
は、次のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５

 
※２．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　建　物　　　　　　　 64百万円
　　　　　　　　　　工具、器具及び備品　147百万円
　

※２．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　建　物　　　　　　　 9百万円

　工具、器具及び備品 　6百万円

※３．関係会社に対する資産及び負債

その他未払金 －百万円

　

※３．関係会社に対する資産及び負債

その他未払金 159百万円

　 　

 

（損益計算書関係）

 
前事業年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

※１．関係会社に対する取引の主なもの
事務委託費 311百万円

※１．関係会社に対する取引の主なもの
事務委託費 233百万円

　
※２．当事業年度において、以下のとおり減損損失を計
上しております。
用途 種類 場所

本社資産
建物
工具、器具及び
備品

東京都品川区

資産のグルーピングについては、主に内部管理上の区分

に基づいております。

上記資産については、当社の本社移転に伴い、有形固定
資産のうち移転後に使用見込みのない資産について、当
事業年度末未償却残高の全額（64百万円）を保守的に、
減損損失として経営構造改革関連損失に含めて特別損失
に計上しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　　　　

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月17日
定時株主総会

普通株式 275 資本剰余金 5,500 平成25年３月31日 平成25年７月14日

 

（リース取引関係）

　前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　　該当事項はありません。

　当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品や預金等の他、ファンド組成等のためのシードマネー

等に限定し、資金調達については原則として親会社による株式引受によっております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である未収投資顧問料及び未収委託者報酬に係る信用リスクは、当社グループが管理あるいは運

用するファンド、一任運用財産自体がリスクの高い取引を限定的にしか行っていないポートフォリオ運用で

あることから、極めて限定的であると判断しております。

また、営業債権債務の一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該営

業債権債務のネットポジションを毎月把握しており、さらに必要と判断した場合には、先物為替予約等を利

用してヘッジする予定にしております。

有価証券及び投資有価証券は、主にシードマネーとしてのファンド等時価のある有価証券であり、市場価

格の変動リスクに晒されておりますが、「自己資金運用規程」に基づき、毎月時価を把握し、取締役会に報

告しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（平成24年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金・預金 1,720 1,720 －

(２) 預託金 502 502 －

(３) 未収委託者報酬 178 178 －

(４) 未収投資顧問料 323 323 －

(５) 未収収益 35 35 －

資産計 2,761 2,761 －

(１) 未払手数料 45 45 －

(２) その他未払金 115 115 －

負債計 161 161 －

 

 

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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負 債

(１) 未払手数料、(２)その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金・預金 1,720 － － －

預託金 502 － － －

未収委託者報酬 178 － － －

未収投資顧問料 323 － － －

未収収益 35 － － －

合計 2,761 － － －

 

 

当事業年度（平成25年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金・預金 2,374 2,374 －

(２) 預託金 500 500 －

(３) 未収委託者報酬 130 130 －

(４) 未収投資顧問料 279 279 －

(５) 未収収益 24   

　　　貸倒引当金 (*１) △0   

 23 23 －

資産計 3,307 3,307 －

(１) 未払手数料 38 38 －

(２) その他未払金 323 323 －

負債計 361 361 －

(*１) 未収収益に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

 

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項。

資 産

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

負 債

(１) 未払手数料、（２）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

34/57



現金・預金 2,374 － － －

預託金 500 － － －

未収委託者報酬 130 － － －

未収投資顧問料 279 － － －

未収収益 24 － － －

合計 3,308 － － －

 

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
 

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産    
　繰越欠損金 268百万円 250百万円
　資産除去債務 －  13
　未確定債務否認 44  5
　金融商品取引責任準備金 0  0
　その他の税務調整項目 2  29

　繰延税金資産小計 315  298
　評価性引当額 △315  △298

繰延税金資産合計 －  －
繰延税金負債    
資産除去債務に対応する資産計上額 －  12

繰延税金負債合計 －  12

繰延税金負債の純額 －  12
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

　　前事業年度は、税引前当期純損失であるため、記載を省略しております。また、当事業年度は、法定実効税
率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、記載を
省略しております。

 

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前事業年度末（平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度末（平成25年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。
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（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

［セグメント情報］

　前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

１ サービスごとの情報

投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 欧州 バミューダ その他 合計

1,363 465 337 25 2,191

 

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・ファンド・シンフォニア（注）１． 368 投信投資顧問業

A社（注）２． 352 投信投資顧問業

SPARX Overseas Ltd. 337 投信投資顧問業

（注）１．営業収益の10％を超える当ファンドの最終受益者は存在しておりません。

　　　２．A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。

 

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１ サービスごとの情報
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投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 欧州 バミューダ アジア その他 合計

1,109 519 264 264 14 2,172

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

A社（注） 411 投信投資顧問業

B社（注） 264 投信投資顧問業

SPARX Overseas Ltd. 264 投信投資顧問業

（注）A社及びB社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

　該当事項はありません。
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［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

［関連当事者情報］

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社

 

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社

スパーク

ス ・ グ

ループ株

式会社

東京都
品川区

12,451
純粋持株

会社

（被所有）

直接100

グ ル ー プ

管理会社

役 員 の 兼

務あり

業務委託

（注１）
311

未収入金

（注２）
10

資金の

借入
1,500 － －

資金借入

の返済
1,500 － －

利息の

支払

（注１）

0 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）業務委託料について概算額で精算を行っており、事業年度末において支払金額が過大となったため、未

収入金が発生しております。

（注３）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

 

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(千米

 ドル)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

同一の
親会社
をもつ
会社

SPARX

Overseas

Ltd.

バ
ミュー
ダ諸島

1,562 資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
264

未収投資

顧問料
125

販売会社
手数料の受取
（注１）

68 未収収益 14

Fairchild
Advisors

Limited

ケイマ
ン諸島

0 資産運用業 なし 販売会社
手数料の受取
（注１）

6 － －

SPARX Asia

Capital

Management

Limited

ケイマ
ン諸島

5,535 資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
0

未収投資

顧問料
0

販売会社
手数料の受取
（注１）

8 未収収益 3

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記
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親会社情報

　スパークス・グループ株式会社（株式会社大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場）

 

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社

スパーク

ス ・ グ

ループ株

式会社

東京都
品川区

12,456
純粋持株

会社

（被所有）

直接100

グ ル ー プ

管理会社

業務委託

（注１）
233 未払金 68

運用報酬

等の受取

（注１）

5
未収投資顧

問料
6

金銭貸付

（注2）
400 － －

金銭貸付

の返済

（注2）

400 － －

利息の

受取

（注2）

0 － －

連結納税

による個

別帰属額

89 未払金 89

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）金銭貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（注３）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。
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（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(千米

 ドル)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

同一の
親会社
をもつ
会社

SPARX

Overseas

Ltd.

バ
ミュー
ダ諸島

1,562 資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
213

未収投資

顧問料
41

販売会社
手数料の受取
（注１）

46 未収収益 10

SPARX Asia

Capital

Management

Limited

ケイマ
ン諸島

5,535 資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
3

未収投資

顧問料
1

販売会社
手数料の受取
（注１）

2 未収収益 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記

　親会社情報

　　スパークス・グループ株式会社（株式会社大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場）
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（１株当たり情報）

前事業年度 当事業年度

(自　平成23年４月１日 (自　平成24年４月１日

　至　平成24年３月31日) 　至　平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 52,261円33銭 １株当たり純資産額 56,446円17銭

１株当たり当期純損失金額（△） △8,473円94銭 １株当たり当期純利益金額 4,184円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(平成24年３月31日)
当事業年度末

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 2,613 2,822

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末純資産額（百万円） 2,613 2,822

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

50,000 50,000

 

（注）２．１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △423 209

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円）

△423 209

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000 50,000
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（重要な後発事象）

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　　　（資本準備金及び利益準備金の額の減少、剰余金の処分）

　当社は、平成25年５月29日開催の取締役会において、平成25年６月17日開催の第７回定時株主総会に、

資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議し、同株主総会に

おいて承認可決されました。

１　資本準備金及び利益準備金の額の減少、剰余金の処分の目的

　今後の資本政策における機動性を確保する等のため、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金の額104,750,556円全額及び利益準備金の額145,249,444円全額をそれぞれ減少し、資本準備金について

はその他資本剰余金に振り替え、また利益準備金についてはその他利益剰余金に振り替えることといたし

ました。

　また、上記振り替え後のその他資本剰余金281,610,160円を、会社法第452条の規定に基づきその他利益

剰余金に振り替え、繰越損失（繰越利益剰余金のマイナス）を一掃した上で、その他資本剰余金を原資と

して、期末配当を行うことといたしました。

２　資本準備金及び利益準備金の額の減少の内容

（１） 資本準備金の額の減少

① 減少する準備金の額　資本準備金の全額　104,750,556円

② 増加する剰余金の額　その他資本剰余金　104,750,556円

③ 効力発生日　　　　　平成25年７月14日（予定）

（２） 利益準備金の額の減少

① 減少する準備金の額　利益準備金の全額　145,149,444円

② 増加する剰余金の額　その他利益剰余金　145,149,444円

③ 効力発生日　　　　　平成25年７月14日（予定）

３　剰余金処分の内容

（１） 減少する剰余金の項目とその額

その他資本剰余金　281,610,160円

（２） 増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金　　281,610,160円

４　剰余金の配当の内容

（１） 配当財産の種類

金銭といたします。

（２） 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株当たり5,500円

配当総額　275,000,000円

（３） 剰余金の配当が効力を生じる日

平成25年７月14日（予定）

 

   次へ
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１．中間財務諸表

(1)　中間貸借対照表

 (単位：百万円)

 
当中間会計期間

(平成25年９月30日)

（資産の部）   

　流動資産   

　　現金・預金  2,768

　　預託金  500

　　未収委託者報酬  265

　　未収投資顧問料  442

　　前払費用  34

　　未収入金  2

　　未収収益  28

　　流動資産合計  4,042

　固定資産   

　　有形固定資産 ※２ 140

　　無形固定資産  10

　　投資その他の資産   

　　　差入保証金  27

　　　長期前払費用  5

　　　投資その他の資産合計  33

　　固定資産合計  184

　資産合計  4,226

（負債の部）   

　流動負債   

　　未払手数料  51

　　その他未払金  546

　　未払法人税等  104

　　前受金  64

　　預り金  25

　　賞与引当金  116

　　その他 ※３ 37

　　流動負債合計  947

　固定負債   

　　繰延税金負債  11

　　その他  37

　　固定負債合計  48

　特別法上の準備金   

　　金融商品取引責任準備金 ※１ 0

　　特別法上の準備金合計  0

　負債合計  996

（純資産の部）   

　株主資本   

　　資本金  2,500

　　資本剰余金   

　　　資本準備金  27

　　　その他資本剰余金  19

　　　資本剰余金合計  47

　　利益剰余金   

　　　その他利益剰余金   

　　　　繰越利益剰余金  683

　　　利益剰余金合計  683

　　株主資本合計  3,230

　純資産合計  3,230

　負債純資産合計  4,226
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 (2)　中間損益計算書

 (単位：百万円)

 

当中間会計期間

(自　平成25年４月１日

　至　平成25年９月30日)

営業収益   

　委託者報酬  1,138

　投資顧問料収入  765

　受入手数料  241

　その他営業収益  2

　営業収益計  2,148

営業費用及び一般管理費 ※１ 1,143

営業利益  1,005

営業外収益 ※２ 19

営業外費用  0

経常利益  1,023

税引前中間純利益  1,023

法人税、住民税及び事業税  340

法人税等調整額  △0

中間純利益  683
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 (3)　中間株主資本等変動計算書

 （単位：百万円）

 

当中間会計期間

(自　平成25年４月１日

　至　平成25年９月30日)

株主資本   

　資本金   

　　当期首残高  2,500

　　当中間期末残高  2,500

　資本剰余金   

　　資本準備金   

　　　当期首残高  104

　　　当中間期中の変動額   

　　　　資本準備金の取崩  △104

　　　　配当に伴う資本準備金の積立  27

　　　　当中間期中の変動額合計  △77

　　　当中間期末残高  27

　　その他資本剰余金   

　　　当期首残高  499

　　　当中間期中の変動額   

　　　　資本準備金の取崩  104

　　　　その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

 △281

剰余金の配当  △275

　　　　配当に伴う資本準備金の積立  △27

　　　　当中間期中の変動額合計  △479

　　　当中間期末残高  19

　　資本剰余金合計   

　　　当期首残高  603

　　　当中間期中の変動額   

　　　　その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

 △281

　　　　剰余金の配当  △275

　　　　配当に伴う資本準備金の積立  -

　　　　当中間期中の変動額合計  △556

　　　当中間期末残高  47

　利益剰余金   

　　利益準備金   

　　　当期首残高  145

　　　当中間期中の変動額   

　　　　利益準備金の取崩  △145

　　　　当中間期中の変動額合計  △145

　　　当中間期末残高  -

　　その他利益剰余金   

　　　繰越利益剰余金   

　　　　当期首残高  △426

　　　　当中間期中の変動額   

　　　　　その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ
の振替

 281

　　　　　利益準備金の取崩  145

　　　　　中間純利益  683

　　　　　当中間期中の変動額合計  1,110

　　　　当中間期末残高  683

　　利益剰余金合計   

　　　当期首残高  △281

　　　当中間期中の変動額   

　　　　その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

 281

　　　　中間純利益  683
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　　　　当中間期中の変動額合計  964

　　　当中間期末残高  683

　株主資本合計   

　　当期首残高  2,822

　　当中間期中の変動額   

　　　剰余金の配当  △275

　　　中間純利益  683

　　　当中間期中の変動額合計  408

　　当中間期末残高  3,230

純資産合計   

　当期首残高  2,822

　当中間期中の変動額   

　　剰余金の配当  △275

　　中間純利益  683

　　当中間期中の変動額合計  408

　当中間期末残高  3,230
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［重要な会計方針］

１．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法によっております。

主な耐用年数は、以下の通りであります。

建　　物　　　　　８年～18年

器具備品　　　　　４年～20年

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

２．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

金銭債権の貸し倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込み額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給

見込額のうち当中間会計期間に負担すべき金額を計上し

ております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

４．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 (2) 連結納税制度

　　 連結納税制度を適用しております。

 

［注記事項］

（中間貸借対照表関係）

 

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

※１　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条

の５

※２　有形固定資産の減価償却累計額      25百万円

※３　消費税等の取り扱い

　仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のうえ、流

動負債その他に表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

 

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

※１　減価償却実施額

　　　有形固定資産　　　　　 9百万円

　　　無形固定資産　　　　　 2百万円

※２　営業外収益のうち主要なもの

　　　為替差益　　　　　　　17百万円

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数
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株式の種類
当事業年度
期首株式数
（株）

当中間会計期間
増加株式数
（株）

当中間会計期間
減少株式数
（株）

当中間会計期間
末株式数
（株）

普通株式 50,000 － － 50,000

合計 50,000 － － 50,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(１)　配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月17日
定時株主総会

普通株式 275 資本剰余金 5,500 平成25年３月31日 平成25年７月14日

 

 

(２)　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　当中間会計期間（平成25年９月30日）

１．金融商品の時価等に関する事項
平成25年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

 
中間貸借対照表

計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（１）現金・預金 2,768 2,768 －

（２）預託金 500 500 －

（３）未収委託者報酬 265 265 －

（４）未収投資顧問料 442 442 －

（５）未収収益 28 28 －

資産計 4,005 4,005 －

（１）未払手数料 51 51 －

（２）その他未払金 546 546 －

（３）預り金 25 25 －

負債計 623 623 －

 

（注）１.　金融商品の時価の算定方法

資　産

（１）現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
 

負　債
（１）未払手数料、（２）その他未払金及び（３）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

 

（有価証券関係）

当中間会計期間（平成25年９月30日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当中間会計期間（平成25年９月30日）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

［セグメント情報］

　当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

　当中間会計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

　１．サービスごとの情報

　　　投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、中間損益計算書の営業収益の90％を超

えるため、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　 (1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 欧州 バミューダ その他 合計

1,429 373 193 151 2,148

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として国又は地域に分類しておりま

す。

　 (2) 有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・ファンド・シンフォニア 298 投信投資顧問業

A社（注） 282 投信投資顧問業

スパークス・日本株・バリュー・インカム・ファンド 257 投信投資顧問業

（注）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。

 

（企業結合等関係）

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

(平成25年９月30日)
 

１株当たり純資産額 64,609円03銭  

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（百万円） 3,230  

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） －  

普通株式に係る中間期末純資産額（百万円） 3,230  

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
の普通株式の数（株）

50,000  

 

１株あたり中間純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

 

１株当たり中間純利益金額 13,662円84銭  

（算定上の基礎）   

中間純利益（百万円） 683  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  

普通株式に係る中間純利益（百万円） 683  

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000  

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２５年１２月６日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社  

取締役会　御中  

  

 新日本有限責任監査法人

 指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　森重 俊寛

 指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　伊藤 雅人

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ
ンドの経理状況」に掲げられているスパークス・アクティブ・ジャパンの平成２５年４月２７日から
平成２５年１０月２６日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益
及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか
どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実
施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と

比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 
中間監査意見　
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、スパークス・アクティブ・ジャパンの平成２５年１０月２６日現在の信託財
産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２５年４月２７日から平成２５年１０月２６
日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係

　スパークス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間
には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

 
 
   委託会社の監査報告書（当期）へ
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独立監査人の監査報告書

平成２５年６月１７日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社
　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 英　　　公　一

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森　重　俊　寛

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊　藤　雅　人

 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託
会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２４年
４月１日から平成２５年３月３１日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見
表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、
監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状
態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　　上
 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。
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   委託会社の監査報告書（中間）へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成２５年１１月２７日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森　重　俊　寛

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊　藤　雅　人

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委
託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２５
年４月１日から平成２６年３月３１日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成２５年４月１日
から平成２５年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算
書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には
全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示
がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中
間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査
と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判
断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的
手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な
情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討するこ
とが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸
表の作成基準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２５年９月３０日
現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２５年４月１日から平成２５年９
月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　　上

 

（注）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原
本は当社が別途保管しております。
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